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企業資産に着目した戦略的 ICT 投資評価の研究 
― ICT を伴う戦略の実現に必要な経営資源 ― 
Study on a strategic ICT investment evaluation from the perspective of corporate assets 
-Management resources to realize strategies associated with ICT- 
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Abstract 
With the spread of the Internet, the use of ICT has integrated value chains including customers, 
customers are affecting changes in processes within the enterprise. However, with the 
conventional ICT investment evaluation method, it is not possible to fully evaluate such strategic 
ICT investment. This paper aims to clarify the objectives of the evaluation and the investment 
targets of strategic ICT investment before developing a new evaluation method of strategic ICT 
investment. We built a framework of preliminary hypotheses for analysis and applied it to 7 
cases. As the result, it was suggested that the strategic ICT investment evaluation unit was a 
"strategic program" consisting of multiple projects that depends on the implementation of a 
program, and that the strategic ICT investment objectives were human assets, physical assets, 
intellectual assets, organization assets, information / IT assets, financial assets, related assets, 
and customer assets. 
Keywords   ICT, strategic ICT investment evaluation, strategic program, ICT assets 
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企業資産に着目した戦略的 ICT投資評価の研究 
― ICTを伴う戦略の実現に必要な経営資源 ― 
I. 研究の背景と意義 
企業経営における ICT（Information and Communication Technology : 情報通信技術）の利
用や活用の方法は，ICT の技術の発展とともに変化を遂げてきた．1990 年代以前は，ICT
は企業の中の業務効率化や情報共有を目的として利用されていたが，1990 年代後半にイン
ターネットが普及してからは，企業内のバリューチェーンにとどまらず，サプライヤ，流
通チャネル，顧客までを統合（Porter, 1985，2001）し，さらに，amazon.com や音楽配信サ
ービスに代表される取引仲介者を介して製品やサービスを提供する側とそれを受けるエン
ドユーザが取引を行う両面性市場を創出し，顧客までを取り込んだ．また，顧客の取り込
みは，収集した多様な顧客ニーズをもとに新製品開発を行うという企業内のプロセスの変
革に影響を与えている．2000 年後半以降は Facebook，Twitter などの SNS（Social Networking 
Service）が個人の利用者に広く普及し，製品や生活に関わる情報入手が格段に容易になっ
た．その結果，企業と消費者との情報格差が著しく縮まり，消費者は企業ではとらえきれ
ない独自の生活情報を持つようになり，企業からの提案により生活やスタイルを決めるだ
けではなく，消費者が独自に入手した生活情報から，自己の生活やスタイルを独自に編成
するようになった．一方，これまでの ICT 投資評価の研究は，ICT 投資と効果・企業業績
の間に相関関係があるかないかを明らかにすることに焦点があり，ICT の技術や利用ない
し活用方法の進展とともに新しい評価方法を求めてきた．Weill（1988），Strassman（1990），
Brynjolfsson（1993, 2002）は投資と効果の相関関係を研究したが，この決着はついていな
い．これに対して，プロセスアプローチ（Soh&Markus，1995）や資源ベース理論の適用（Mata， 
Fuerst & Barney，1995：Powell&Dent-Micallef，1996）は，ICT 投資と効果・競争優位性（企
業業績の差）実現の相関関係を，そのプロセスを可視化することで説明を強化しようとし
ているが，プロセスの構成要素は社内の資源に焦点がある．ICT 投資に戦略性を持ち込み，
BSC（Balanced Scorecard）（Kaplan&Norton, 1992, 2004）を適用する手法（小酒井，2007a，
2007b，2008）では，指標間の関係性は矢印で示されるのみで，内部のプロセスにどのよう
に影響するのか，どの程度効果を出すのか表記がむずかしく（小酒井，2007b），指標間の
因果関係の定量化に問題がある． 
ICT 投資をマネジメントする実務的な研究として，投資実績と事後成果の対応付けにつ
いて，関係者（経営者，利用部門，情報システム部門）の合意形成に重点をおくべきとい
う合意形成アプローチ（松島，1999）が提案されているが，社外ステークホルダーへの説
明責任を果たしていない．また，ICT 投資と効果・企業業績の関係を経済性評価で行う場
合には個別の ICT システム構築プロジェクトを対象としてきた．しかし，企業の経営戦略
を実現するためには ICT そのものに加えて，ICT 以外の経営資源も用いているのであるか
ら，ICT システム構築プロジェクトだけを捉えるのは不十分である． 
上記のように先行研究は，企業内のプロセスの変革に影響を与えるような顧客まで含む
バリューチェーンに戦略的 ICT 投資（戦略実現のための ICT 投資）を行い，その投資がど
のような効果や企業業績に貢献するのか，という社外ステークホルダーから説明を強く要
請される，近年の経営者のニーズに合致しなくなっている．このような状況を改善するた
めに，顧客まで取り込んだバリューチェーンへの戦略的 ICT 投資の新たな評価方法が求め
られている．これが，研究の問題意識である． 
顧客まで含むバリューチェーンへの戦略的 ICT 投資の評価方法の開発のためには，まず，
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戦略的 ICT 投資の評価対象を定義することが必要である．従来の通り ICT システム構築プ
ロジェクトだけを捉えるのでよいのか，戦略的 ICT が効果を創出するため，投資する資産
や資源は何かを明らかにする必要がある．そのため，本研究では次のリサーチクエスチョ
ンを設定した． 
 
リサーチクエスチョン１ ： 戦略的 ICT 投資では，ICT システム構築プロジェクトだ
けを評価対象としてよいのだろうか． 
リサーチクエスチョン２ ： 戦略的 ICT への投資が，効果を創出するために管理し，
活用する資産や資源は何であろうか． 
 
本論文は，戦略的 ICT 投資の評価対象としてとらえるべき範囲を示し，効果を創出する
ために管理し，活用する資産や資源 １を明らかにすることを目的とする． 
Ⅱでは本研究が取り組む対象を明らかにするために先行研究のレビューを行う．Ⅲでは
分析手法，対象企業など研究方法について述べる．それを受けてⅣでは，仮説構築型のケ
ーススタディの方法を用いて，顧客まで含むバリューチェーンへの戦略的 ICT 投資評価で
は，どの範囲までを捉え，何を対象にすればよいかの分析を行う．Ⅴでは，新しい ICT 投
資評価の範囲や対象に関する仮説を導出し，本研究の成果を示す．最後にⅥでは，本研究
を総括し，残された課題と今後の研究での取り組みについて述べる． 
 
II. 先行研究のレビュー 
ここでは前章で示した本研究の目的に関して，既存研究が応えているかどうかを検討し
本研究が取り組む対象を明らかにする． 
 
１．戦略的 ICT の投資範囲 
戦略的 ICT の投資範囲について既存研究は，ICT システム構築の経済性評価を行う場合
も，複数の ICT 投資案件に対して優先度付けを行い，年度および中長期での ICT 予算配分
を決める場合も，ICT システム構築の個別プロジェクトを対象としてきた（栗山ら， 2005；
Weill & Broadbent，1998；櫻井，2010）．しかし，戦略実現や競争優位性（企業業績の差）
獲得のためには ICT をはじめとする多様な資源が活用されるはずであるから，ICT システ
ム構築の個別プロジェクトだけを ICT 投資評価の対象とするのは不十分である． 
これに対して，小原ら（2001, 2003），吉田・山本（2014）は，相互依存関係がある複数
のプロジェクトを扱う概念として「プログラム」を，これらの管理技術として「プログラ
ムマネジメント」を提起している．そこで本研究では，プログラムの考え方を戦略的 ICT
投資の範囲に取り入れ，ICT システム構築プロジェクトをはじめとして相互依存関係にあ
る複数のプロジェクトからなる戦略的 ICT 投資を「戦略プログラム」として ICT 投資を評
価するというコンセプトの提案を試みる． 
 
２．戦略的 ICT 投資の評価対象 
戦略的 ICT 投資の対象は，ICT を伴う戦略の実現に必要な経営資源である．これらを明
らかにするために行う先行研究のレビューは，競争優位性（企業業績の差）獲得，企業業
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績や企業価値の向上のための ICT 資産，戦略推進のための ICT 資産価値の評価に関する研
究が対象となる． 
Soh&Markus（1995）は，企業業績に貢献する ICT 資産に，有益にデザインされたアプリ
ケーション，リーチと範囲においてフレキシブルな IT２インフラ，ICT 利用者の高いレベ
ルの IT 知識とスキルを上げている．また，Ross, Mathis & Goodhue（1996） は，競争優位
性（企業業績の差）をもたらす ICT 資産として，標準化されたデータと共通プラットフォ
ーム，アーキテクチャの技術資産，IT スタッフ，IT マネジメントスキル，ビジネススキル
の人的資産，企業内の ICT の効果的な活用に関するリスクと責任の共有である関係資産を
あげている． しかし，これらは，企業内の ICT そのものや ICT 利用者に限定されている． 
栗山ら（2001）は，経営戦略遂行への貢献度を「情報システムの有効性」とし，それを
評価する対象を，「個々の情報システムと，それを開発・提供する情報システム部門が一体
となって提供する情報システムの機能」としている．しかし，経営戦略遂行には，ICT そ
のものとともに，他の多くの経営資源が活用されるため，情報システム機能に限定するだ
けでは不十分である． 
Weill&Ross（2004）は，人，スキル，キャリアパス，トレーニング，報告，メンタリン
グ，コンピテンシーなどの人的資産，現金，投資，負債，キャッシュフロー，債権などの
金融資産，建物，プラント，設備，保守，セキュリティ，ユーティリティ設備などの物的
資産，製品，サービス，およびプロセスのノウハウを含む公式に特許取得された知的財産，
または企業の人やシステムに組み込まれている知的財産である知的資産，デジタル化され
たデータ，情報，および顧客に関する知識，パフォーマンスの処理，財務や情報システム
などの情報・IT 資産，企業内の関係，顧客との関係，ブランド，評判など，サプライヤ，
ビジネスユニット，規制当局，競合他社，チャネル，パートナーなどとの関係の関係資産
を示し，これらの 6 個のキーアセットの組み合わせが企業業績を上げ，企業価値向上をも
たらすとしている．Weill&Ross（2004）が示す資産は，ICT そのものだけでなく企業価値の
増大に向けた企業の経営資源を含んでいるが，ICT の技術と利用者の進展により，消費者
が独自に入手した生活情報から，自己の生活やスタイルを独自に編成する，生活の自己組
織化を強めた顧客（上原，1999）や潜在顧客という，企業が行う提案や働きかけから成果
創出を容易に方向づけられない顧客の視点はない． 
向（2016）は，戦略推進や事業運営のための情報技術としての ICT 資産価値の評価の議
論の中で，広義の ICT 資産として，IT 機器やソフトウェアなどの外部調達物（IT），シス
テム機能に内包された業務プロセス，アーキテクチャ，共通利用されるシステム基盤の情
報システムからなる IT 資産（Artifacts），IT ガバナンスや標準，関係資産（IT と経営と事
業，ベンダ，外部コミュニティ），組織文化などの組織資産，マネジメントスキル，ビジネ
ススキル，技術スキルの人的資産からなる IT 資産（Capabilities）を示している．しかし，
企業が行う提案や働きかけから成果創出を容易に方向づけられない顧客の視点はない． 
以上の ICT を伴う戦略実現に必要な経営資源に関する先行研究のレビュー結果を表１に
示す． 
これらの先行研究のレビューを踏まえて，本研究では，ICT を用いた戦略実現に相互依
存関係があるプログラムと複数のプロジェクトを範囲として，企業内，企業外の顧客が与
える影響を含めて，ICT を伴う戦略の実現に必要な経営資源を対象である，戦略的 ICT の
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投資対象を明らかにすることを試みる．  
 
表１ ICTを伴う戦略の実現に必要な経営資源に関する先行研究 
 
出所：筆者作成 
 
III. 研究方法 
本研究では，「戦略的 ICT 投資では，ICT システム構築プロジェクトだけを評価対象とし
てよいのだろうか．」と「戦略的 ICT への投資が，効果を創出するために管理し，活用する
資産や資源は何であろうか．」というリサーチクエスチョンに答えるための分析方法につ
いて述べる． 
 
１．仮説構築型ケーススタディ 
本研究では，Eisenhardt（1989）の仮説構築型のケース分析手法を用いる．同手法の特徴
は，ケース分析に先立って，先行研究や，自己の経験等から得られた一定のコンセプトや
フレームワークを用いることを許容することにあり，本研究でもそれに従う．ケース分析
に先立って，既存研究を援用し，戦略的 ICT 投資の評価の範囲と対象を分析にするのに有
効と考えられるフレームワークを「予備仮説」として呈示し，ケーススタディを行って予
備仮説の妥当性を検討し，（同仮説に必要な修正を施して）「本仮説」を導出する． 
 
２．ケースの選定  
本研究で用いる 7 個のケースは全て，筆者が ICT 投資の計画立案を支援した企業のもの
である．いずれも当該企業の中期計画において掲げた戦略を実現するために ICT 投資計画
Soh & Markus
（1995）
Ross, Mathis
&Goodhue（1996）
栗山ら（2001） Weill&Ross（2004） 向（2016）
IT
資
産
・
評
価
対
象
・有益にデザインされ
たアプリケーション
（useful, well-designed
Applications）
・リーチと範囲におい
てフレキシブルなITイ
ンフラ（flexible IT 
infrastructure
with good "reach" and
“range”）
・ユーザの高いレベル
のIT知識とスキル
（ high levels of user IT
knowledge and skill）
・Technology assets
標準化されたデータと共
通プラットフォーム，
アーキテクチャ
・Human assets
・ITスタッフ，ITマネジ
メントスキル，ビジネス
スキル
・Relationship assets
企業内のICTの効果的な
活用に関するリスクと責
任の共有
情報システムの有効性を
経営戦略遂行への貢献度
として，その評価の対象
を，
「個々の情報システムと，
それを開発・提供する情
報システム部門が一体と
なって提供する情報シス
テムの機能」
とする．
・Human assets
人，スキル，キャリアパ
ス，トレーニング， 報告，
メンタリング，コンピテ
ンシーなど
・Financial assets
現金，投資，負債，
キャッシュフロー，債権
など
・Physical assets
建物，プラント，設備，
保守，セキュリティ，
ユーティリティ設備など
・IP assets
製品，サービス，および
プロセスのノウハウを含
む公式に特許取得された
知的財産，または企業の
人やシステムに組み込ま
れている知的財産
・Information and IT assets
デジタル化されたデータ，
情報，および 顧客に関す
る知識，パフォーマンス
の処理，財務や情報シス
テムなど
・Relationship assets
企業内の関係，顧客との
関係，ブランド，評判な
ど，サプライヤ，ビジネ
スユニット，規制当局，
競合他社，チャネル，
パートナーなどとの関係
広義のIT資産として以
下を示す．
IT資産（Artifacts）
・外部調達物（IT）：
IT機器やソフトウェア
など
・情報システム：シス
テム機能に内包された
業務プロセス，アーキ
テクチャ，共通利用さ
れるシステム基盤
IT資産（Capabilities）
・組織資産：ITガバナ
ンスや標準，
・関係資産（ITと経営
と事業，ベンダ，外部
コミュニティ），組織
文化
・人的資産：マネジメ
ントスキル，ビジネス
スキル，技術スキル
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を立案したものである．詳細は Appendix1 に記載する． 
 
３．調査の方法  
筆者は，当該企業の ICT 投資計画立案のプロジェクトに参加し，プロジェクトメンバで
ある役員，工場および営業，購買部門の組織長，部門の業務遂行者，情報システム部門の
組織長と部員ともに，協働により ICT 投資計画立案作業を行う中でデータを収集した．調
査のチームは，筆者を含めて実務で経験を積んだ 4 人からなり，当該企業が属する産業の
特性，業務プロセス，ICT システムについて知識があり，ICT 計画立案の経験を持つ．ま
た，インタビューやその結果の分析方法を学んでいる．各社とも，プロジェクトオーナー
である役員 1 名，工場長 1 名，購買部門・ 営業部門または業務部門・生産管理部門・製造
部門・品質管理部門・情報システムの組織長 1 名に，約１時間半ずつ，延べ約 120 時間の
インタビューを行った． 調査対象プロジェクトは，立案から終了まで 3 ケ月から 6 ケ月
の期間である．質問項目は Appendix2 に記載する． 
 
４．使用データ  
調査で使用するデータは，直接，プロジェクトオーナーの役員，工場長，購買部門・ 営
業部門または業務部門・生産管理部門・製造部門・品質管理部門・情報システム部門それ
ぞれの組織長にインタビューを行い，それらをテープリライトしたもの，ICT 投資計画を
立案するプロジェクトの会議で戦略を実現するための施策を文書化したもの，ならびに，
公開情報または提供された資料から得たものの 3 種類である． 
インタビューのデータは，客観性を確保するため以下の方法によって作成した．まず，
録音とその場で作成したメモから，筆者のチームのメンバ 3 人がテープリライトによって
インタビュー議事録を作成した．その議事録をもとに，筆者とチームの 3 人がそれぞれ ICT
を用いた戦略実現に使用または獲得する資源を特定するために，当該企業のプロジェクト
メンバが繰り返し用いた言葉を基準に（たとえば，「海外に工場を新設」「タイに新たな工
場を建設」など），予備仮説のフレームワークの資源との対応付けを行った．その作業が終
わった後，4 人が分析結果を持ち寄り，分析の結果がほぼ一致し，かつ筆者の判断と一致
していることの確認を行った．一致しない項目については，議論して，一致点を見出し，
インタビュー実施日のうちにインタビュー議事録の修正を行った． 
ICT 投資計画を立案するプロジェクトの会議内容の文書化は，筆者とチームの 3 人が会
議に参画し，戦略を実現するために投資を行うと会議で決定された施策，ならびにその会
議での未決定事項を整理して，文書化し，筆者とチームの 3 人が内容に相違がないかの確
認を行い，かつ筆者の判断と一致していることの確認を行ったものである．一致しないも
のについては，チームのメンバと再度議論して，一致する点を見出し，会議実施日のうち
に文書の修正を行った．その後，当該企業のプロジェクトメンバと文書の内容に相違がな
いかの確認を行い，相違がある場合には修正し，筆者および企業プロジェクトメンバの合
意を得る手順をとった．最後の公開情報または提供された資料は，プロジェクト会議やイ
ンタビューの場で，資料提供者や同席メンバに対して内容の正確性や精度について口頭で
確認する際に用いた．関係者の発言が，公開情報または提供された資料と整合しているか
を確認し，妥当性の確認を行った． 
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IV. 戦略的 ICT 投資の評価の範囲と評価対象の分析  
 本章では，１で，本研究としてのフレームワークを予備仮説として構築し，２で事例研
究を行ってその妥当性を検討し，「戦略的 ICT 投資の評価の範囲と評価対象」の本仮説を
導出する． 
 
１．予備仮説の構築 
戦略的 ICT 投資を評価する際に，考慮すべき投資範囲と活用する資産や資源を明らかに
するためのフレームワークを，図１に示す Weill&Ross（2004）の「コーポレートと IT のキ
ーアセット・ガバナンスのフレームワーク」（以下，「キーアセット・ガバナンスのフレー
ムワーク」と略記）を援用して構築する． 
Weill&Ross（2004）のキーアセット・ガバナンスのフレームワークは，企業活動として
ICT を用いた戦略，ICT を用いない戦略の両方を扱うことから，相互依存関係がある複数
のプロジェクトを「戦略プログラム」として扱うことに適用できる．このキーアセット・
ガバナンスのフレームワークでは，ICT を用いた戦略，または ICT を用いない戦略に従い，
人的資産，物的資産，知的資産，情報・IT 資産，金融資産 関係資産の 6 つのアセット ３
と，これらを組み合わせて管理し，使用する仕組みであるガバナンス・メカニズムが，企
業活動を通して企業業績を上げ，企業価値向上をもたらすことを示している．このため，
これらの 6 つのアセットは，戦略的 ICT が効果を創出するために管理し，活用する資産で
あると考えられる．また，Weill&Ross（2004）は，実証的研究によって，平均以上の評価
点のガバナンス・メカニズムを持つ企業は，ROA（Return On Assets：総資産利益率）でよ
い結果を出していると指摘している．これはガバナンス・メカニズムの良し悪しが企業業
績や企業価値の大きさに影響を与えること，つまり，ガバナンス・メカニズムも戦略的 ICT
投資の対象として扱うべきことを示唆している．ガバナンス・メカニズムを戦略的 ICT 投
資で管理し，活用する資産や資源とするために，向（2016）の IT ガバナンスや標準などの
仕組みを属性として持つ組織資産の考え方を採用し，Weill&Ross（2004）がガバナンス・
メカニズムと表現したものを組織資産として組み入れ，属性として，ガバナンス・メカニ
ズム，標準やルール，組織文化とした．また，キーアセット・ガバナンスのフレームワー
クの関係資産は，企業が考えた戦略による提案や働きかけの結果の関係性，提案や働きか
けが困難な対象には戦略の変更により構築された適切な関係性，ICT システムへの理解や
効果的な活用の協力，またはその関係性の対象を示している．しかし，企業からの提案や
働きかけだけでなく，独自に入手した情報で自己の生活やスタイルを独自に編成する顧客
は，社内の資産や資源，また，取引における力関係で優位にたてる取引先と比較して，管
理が困難で，効果創出に不確実性が高い．このため，関係資産ではなく，顧客資産として
別に管理を行う必要がある．このため，予備仮説のフレームワークにおいては，企業の管
理困難性・結果の不確実性から，関係資産は，企業内の関係，サプライヤ，ビジネスユニ
ット，規制当局，競合他社，チャネル，パートナーなどとの関係とし，顧客，顧客との関
係，ブランド，評判，経験価値などを顧客資産として追加する． 
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出所：Weill&Ross（2004）pp.5 Figure1-1 を筆者が修正加筆し作成 
図１ キーアセット・ガバナンスのフレームワーク 
 
戦略的 ICT 投資の対象となる資源とは，ICT が戦略実現や競争優位性（企業業績の差）
獲得を実現するのに影響を与える経営資源を意味する．本稿では，それらを「キーアセッ
ト」と呼ぶことにする．表２に予備仮説のフレームワークのキーアセットと先行研究が取
り扱う資源や資産を示す． 
以上より，戦略的 ICT 投資の対象となるキーアセットとは，人的資産，物的資産，知的
資産，組織資産，情報・IT 資産，金融資産，関係資産，顧客資産の 8 個の資産であると考
えられる．ICT システム構築プロジェクトをはじめとして相互依存関係にある複数のプロ
ジェクトからなる戦略的 ICT 投資を「戦略プログラム」として，ICT 投資を評価するとい
うコンセプトに 8 個のキーアセットを組み合わせて，図２に示す予備仮説のフレームワー
クを構築した．なお，8 個のキーアセットの属性は，組織資産，関係資産，顧客資産以外は
Weill&Ross（2004）が示す資産の属性を踏襲している．このフレームワークをケースに適
用する．  
出所：筆者作成 
図２ 予備仮説のフレームワーク 
Board
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中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 5 号(2017)p.1-21 
 
9 
企業資産に着目した戦略的 ICT投資評価の研究 
― ICTを伴う戦略の実現に必要な経営資源 ― 
表２ 本論文のキーアセットと先行研究の対応表 
 
出所：筆者作成 
 
２．８個のキーアセットの妥当性の検証 
次に，このキーアセットの妥当性を，筆者が実務で扱ってきた ICT 導入を伴う戦略プロ
グラム 7 ケースによって検討する．（使用したケースのより詳しい内容については，
Appendix 1 を参照されたい．） 
 
（１）分析結果：戦略的 ICT の投資対象の対応付け 
分析結果をまとめたのが表３である．同表は，ケースごとに，戦略プログラムの目的を
実現させるための投資対象を特定し，先に導出した 8 個のキーアセットへの対応付けを行
経営資産の
所在
本研究のキーアセット Soh & Markus（1995）
Ross, Mathis &Goodhue
（1996） 栗山ら（2001） Weill&Ross（2004） 向（2016）
・人的資産
人，スキル，キャリア
パス，トレーニング，
報告，メンタリング，
コンピテンシーなど
・ high levels of user IT
knowledge and skill（ユー
ザの高いレベルのIT知識
とスキル）
・Human assets
ITスタッフ，ITマネジメ
ントスキル，ビジネス
スキル
・情報システム部門、
または情報システム部
門の機能組織の要員
・Human assets
人，スキル，キャリア
パス，トレーニング，
報告，メンタリング，
コンピテンシーなど
IT資産（Capabilities）と
して
・人的資産
マネジメントスキル，
ビジネススキル，技術
スキル
・物的資産
建物，プラント，設
備，保守，セキュリ
ティ，ユーティリティ
設備な
－ － －
・Physical assets
建物，プラント，設
備，保守，セキュリ
ティ，ユーティリティ
設備など
－
・知的資産
製品，サービス，およ
びプロセスのノウハウ
を含む公式に特許取得
された知的財産，また
は企業の人やシステム
に組み込まれている知
的財産
－ － －
・IP assets
製品，サービス，およ
びプロセスのノウハウ
を含む公式に特許取得
された知的財産，また
は企業の人やシステム
に組み込まれている知
的財産
－
・組織資産
ガバナンス・メカニズ
ム、標準やルール、組
織文化、リーダーシッ
プ
－ － －（注１） －（注２）
IT資産（Capabilities）と
して
・組織資産
 ITガバナンスや標準,組
織文化
・情報・IT資産
デジタル化されたデー
タ，情報，および  顧
客に関する知識，パ
フォーマンスの処理，
財務や情報システムな
ど
・useful, well-designed
Applications（有益にデ
ザインされたアプリ
ケーション）
・flexible IT infrastructure
with good "reach"
and"range"（リーチと範
囲においてフレキシブ
ルなITインフラ）
・Technology asset
標準化されたデータと
共通プラットフォー
ム，アーキテクチャ
・個々の情報システム ・Information and IT
assets
デジタル化されたデー
タ，情報，および  顧客
に関する知識，パ
フォーマンスの処理，
財務や情報システムな
ど
IT資産（Artifacts）とし
て
・外部調達物（IT）
  IT機器やソフトウェア
など
・情報システム
  システム機能に内包さ
れた業務プロセス，
アーキテクチャ，共通
利用されるシステム基
盤
・金融資産
現金，投資，負債，
キャッシュフロー， 債
権など
－ － －
・Financial assets
現金，投資，負債，
キャッシュフロー， 債
権など
・顧客資産
顧客，顧客との関係，
ブランド，評判，経験
価値など
－ － － － －
(注1)：アセットではなくCIOの機能ととらえている．
(注2)：アセットではなくGovernance Mechanism（必要な経営資産を組み合わせて管理し、使用する仕組み）ととらえている．　
IT資産（Capabilities）と
して
・関係資産
ITと経営と事業，ベン
ダ，外部コミュニティ
との関係
企業外
企業内
・関係資産
企業内の関係，サプラ
イヤ，ビジネスユニッ
ト，規制当局，競合他
社，チャネル，パート
ナーなどとの関係
－
・Relationship assets
企業内のICTの効果的な
活用に関するリスクと
責任の共有
・Relationship assets
企業内の関係 ，顧客と
の関係，ブランド，評
判など，サプライヤ，
ビジネスユニット，規
制当局，競合他社，
チャネル ， パートナー
などとの関係
－
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ったものである．A 企業，G 企業を例にとって説明しよう． 
 
A 社で用いられたキーアセットの分析 
A 社では，国内・海外製造拠点での適地生産による原価低減，地産地消によるシェア拡
大，サプライチェーン全体の供給リードタイム削減と在庫削減の両立を狙った，ICT を用
いたサプライチェーンの再構築を行った． 
国内・海外製造拠点での適地生産と地産地消のために海外に工場を新設し（物的資産），
生産拠点ごとの生産製品の見直し（関係資産）と生産拠点ごとの連携生産の仕組み作り（情
報・IT 資産，組織資産）を行った． 
国内・海外製造拠点間の生産計画や製造進捗の共有，工場間の発注や出荷などの進捗の
共有などを目的に国内 4 工場，海外 2 工場に基幹業務システム（企業がビジネスを遂行す
るための主要業務を扱うシステム．A 社は製造企業のため，受注，発注，生産計画，製造，
原価管理，在庫管理，出荷などの業務を支援する ICT システム）を構築した（情報・IT 資
産）．また，新たに構築した基幹業務システムでは製造部品表（製品を組み立てる時の構成
部品や使用数などをもつ情報）の持ち方を刷新している．このため，OEM（Original 
Equipment Manufacturer：相手先ブランド名での製造）製品の生産計画の立て方，使用する
部品の安全在庫量の持ち方ルール（組織資産）を変更し，製品シリーズに加えてオプショ
ンのサイズを単位とした生産予定，発注情報を EDI（Electronic Data Interchange：電子デー
タ交換）で送信するように発注企業への協力を求めた（顧客資産）．これらの結果，業務効
率化，原価低減，在庫削減を実現した．また，新興国で新たに組織を作り，リサイクルビ
ジネスを開始し，新興国での市場の拡大と自社製品シェアの拡大を図った．リサイクルビ
ジネスにおいて，需要と供給のバランスから欠品や過剰在庫を抑制するための需給システ
ムを構築し（情報・IT 資産），売上機会損失の回避とリサイクル機の維持費用の削減を実
現した．構築した基幹業務システムや需給システムと蓄積された業務データ（情報・IT 資
産）を用いて業務品質を向上させ，戦略を実現できるように ICT を業務で活用するスキル
獲得の研修や新たな業務の研修（人的資産）を行った．また，基幹業務システムや需給シ
ステム（情報・IT 資産）から出力されるデータ（情報・IT 資産）を用いて定期的な状況と
成果（情報・IT 資産）のモニタリングを行う原価，業務効率化，在庫の改善活動を標準化
（組織資産）し，改善のルーティン（組織資産）を構築した．A 社では，これらの戦略実
現のための資源である，ICT システム構築，海外工場創設に投資を行った（金融資産）． 
このように A 社は，ICT を用いたサプライチェーン再構築の戦略を実現するために人的
資産，物的資産，関係資産，情報・IT 資産，組織資産，顧客資産，資源を組み合わせた ICT
システム構築と新工場創設からなる戦略プログラムに投資（金融資産）を行い，売上や市
場，シェアの拡大，原価低減，リードタイム短縮，在庫削減を実現した． 
 
以上のように A 社の ICT を用いた戦略実現ケースにおいては，Weill&Ross（2004）が示
した人的資産，物的資産，関係資産，情報・IT 資産，金融資産に加えて，組織資産，顧客
資産を用いたことが示唆された． 
G 社で用いられたキーアセットの分析 
G 社がビジネスを行う化粧品小物業界は，卸を仲介とする商習慣があり，製造企業が直
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接利用者のニーズや新製品の企画にアクセスすることが難しい．このような状況の中で G
社の社長の設計開発力と製造力からなる製品化力が生み出す，機能や品質での高差別化と
低コストの競争優位性（企業業績の差）を強化するためには販路を開拓し，新たな製品ニ
ーズとの接点を増やし，新製品開発機会を増やす必要があった．そのために，ICT を用い
た販路開拓戦略の実施において，まず，ホームページ（情報・IT 資産）を開設し，ホーム
ページ経由での注文，販売代理店の問い合わせや申し込みをできるようにした．これは，
卸を経由しない直接契約という新たなチャネルの開拓となり，中間マージンをなくすこと
ができた．しかし，これまで在庫調整機能を持っていた卸を介さないことになり，G 社で
副資材や原材料の発注の計画や生産の計画の見直しを行い（組織資産），資材の余剰在庫を
抑制した．これらは利益率向上，海外の市場拡大の基盤となった．また，CAD システム
（Computer aided Design : コンピュータによる設計支援ツール）（情報・IT 資産）を用いて，
ホームページを通じた注文や仕様を電子データでやり取りができるようにして，物理的に
距離がある海外市場や新たなチャネルとの取引を効率化し，製品化のリードタイムを短縮
した．また，潜在顧客の目に留まりやすくするためにホームページに SEO（Search Engine 
Optimization：検索エンジンの最適化）対策（情報・IT 資産）を行った．顧客や取引先との
関係性構築のために，新製品企画を持ち込む美容小物の販売会社や製造会社を紹介する懇
意な卸（関係資産）に，ホームページを紹介してもらう，OEM（Original Equipment 
Manufacturer：相手先のブランドで製造すること）を依頼された企業に広告用動画使用の許
可の依頼（顧客資産）を行った．しかし，後者は OEM 製造受託という取引の力関係から
その依頼は強制力がなく，進んでいない．さらに，社長自ら，ホームページを見つけて問
い合わせをした海外顧客を訪問して，取引先やチャネルの開拓を行い（関係資産），市場拡
大を実現した．これまでは決算処理やメールなどで ICT システムを用いていたが，データ
交換ができない CAD システムを利用する取引先，CAD システムを使用していない取引先
に対しては CAD 図面を汎用的な画像データに変換してメールで送信する，ホームページ
のブログを更新するなどの ICT の活用スキルを習得した（人的資産）．その結果，新たな取
引先との図面のやり取り，ホームページ情報の定期的な更新による情報の鮮度維持を行い，
チャネル開拓を強化した． また，ホームページから SNS（情報・IT 資産）に連携する仕
組み（情報・IT 資産）を構築し，利用者の声を収集できるようにした．G 社は，これらの
戦略実現のための資源である，ICT システム構築，販路や取引先開拓のために投資を行っ
た（金融資産）． 
このように G 社では ICT を用いた販路開拓戦略を実現するために，人的資産，関係資
産，情報・IT 資産，組織資産，顧客資産の資源を組み合わせた ICT システム構築と販路開
拓プログラムからなる戦略プログラムに投資（金融資産）を行い，販路開拓，市場拡大，
利益率向上，製品化リードタイム短縮を実現した． 
 
以上のように G 社では，ICT を用いた戦略の実施において，Weill&Ross（2004）が示し
た人的資産，関係資産，情報・IT 資産，金融資産 に加えて，組織資産，顧客資産を用いた
ことが示唆された． 
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表３ 戦略的 ICT の投資対象 
 
出所：筆者作成 
 
（２）予備仮説の検証による本仮設の構築 
表３が示すように，戦略的 ICT の投資では，人的資産，組織資産，情報・IT 資産，関係
資産，投資（金融資産）に経営資源の再配分を行っている．このことは「これらの 5 個の
アセットは戦略的 ICT 投資が戦略実現や競争優位性（企業業績の差）獲得に必要とされて
おり，投資や経営資源の再配分をされる対象である」と考えられることを示唆する．他方，
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７個のケースでは物的資産，顧客資産への投資や経営資源の再配分を行うケースは少なく，
知的資産に投資されたケースはなかった．これには，次のような理由が考えられる． 
・戦略プログラムが束ねるプロジェクトが，ICT そのものの構築の貢献度が高いと考え
られる場合には，物的資産である工場，設備などへの投資のウェイトが低くなる． 
・新たな戦略が顧客の参加によるビジネスの仕組みを指向していないプログラムでは，
顧客資産への投資のウェイトが低くなる． 
・新たなビジネスの仕組みにおいて，情報というデジタル財の取引がない場合には，知
的資産への投資のウェイトは軽くなる． 
フレームワークの本仮説の構築では，これら 3 つの資産の扱いについて次のように考え
る．分析に用いたケースの中では，物的資産と顧客資産は投資や経営資源の再配分を行う
ケースは少なかったが，ICT 投資の現状を省みると，コンクリート内の鉄筋等に RFID タ
グと腐食環境センサーを取り付けて構造物のひずみや腐食を把握するサービスなどの IoT
（Internet Of Things）の事例（経済産業省・厚生労働省・文部科学省，2017）は，物的資産
と情報・IT 資産の組み合わせである．クックパッドが行うユーザニーズを探るためのユー
ザーへのインタビュー，ログ解析，ユーザテスト，クレームや意見の分析（上阪，2009：
54）は，顧客資産への投資の存在を示している．また，ICT によるデータやプログラムの
デジタル化は模倣されやすいという課題を持つ．このため自社で持つ ICT システムや製品
に組み込まれた競争優位性を持つ ICT システムを競合他社がコピーするのを防ぎ，投資，
IPO（Initial Public Offering）や買収などで優位な交渉力を持つためには，ソフトウェアを特
許や著作権等で守ることが有効であり，知的資産への投資が求められる．物的資産と顧客
資産へ投資を行う事例の存在，ICT における知的資産への投資の重要性，戦略的 ICT 投資
の評価方法の開発のための投資対象の選定という位置づけから，物的資産 ，知的資産，顧
客資産の 3 つのアセットは，戦略的 ICT の投資対象としては残すが，ビジネス上で取引さ
れる対象の種類により，戦略的 ICT 投資の対象としての重み付けが変わってくるものと考
えることにする． この結果，予備仮説のフレームワークは図３のように修正された． 
 
出所：筆者作成 
図３ 本仮説のフレームワーク 
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プロジェクト プロジェクト プロジェクト
組織資産
・・・
・
キーアセットを組み合わせる
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プログラム・プロジェクトマネジメント
戦略により投資のウェイトが変化する
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V. 考察 
ここでは，Ⅳの分析結果について，リサーチクエスチョンへの回答を示し，既存の研究
との関連性と異同を論じて本研究の貢献について考察を加える． 
 
１．リサーチクエスチョンへの回答 
リサーチクエスチョンは，「戦略的 ICT 投資では，ICT システム構築プロジェクトだけを
評価対象としてよいのだろうか．」「戦略的 ICT への投資が，効果を創出するために管理し，
活用する資産や資源は何であろうか．」であり，その回答は次の通りである． 
 
本仮説：①戦略的 ICT 投資では，ICT システム構築プロジェクトだけを評価対象とす
るのではなく，ICT システム構築プロジェクトに加えて，戦略実現に相互
依存関係にある投資プロジェクト全体を戦略プログラムとして捉える． 
②戦略的 ICT 投資では，人的資産，物的資産，知的資産，組織資産，情報・  
IT 資産，金融資産，関係資産，顧客資産の 8 個が投資対象である．  
ただし，一般的制約として，評価対象企業のビジネスドメインとの関係性
により， 8 個の資産すべてに投資がなされない場合もありうる． 
 
２．本研究の成果 
（１）戦略的 ICT の投資範囲 
従来から設備投資の１つである ICT 投資の意思決定は，ICT システム構築の個別プロジ
ェクトを対象としてきた．しかし，戦略的 ICT 投資では，ICT をはじめとする多様な資源
を用いて，ICT システム構築プロジェクト，工場や店舗の建設プロジェクト，販路開拓プ
ロジェクトなど，戦略実現や競争優位性（企業業績の差）獲得に複数のプロジェクトが相
互依存的にかかわって構成されることが多い．つまり，これは，戦略的 ICT は相互依存関
係がある複数プロジェクトを投資範囲として扱うことが求められることを示唆している． 
このため，ICT 投資評価に，個別の投資プロジェクトを超えた相互依存関係がある複数
のプロジェクトを扱う概念の「プログラム」を取り込み，戦略的 ICT 投資でとらえるべき
範囲を「戦略プログラム」として，ICT 投資を評価するというコンセプトを提起した．  
 
（２）戦略的 ICT の投資対象 
 先行研究では，ICT 投資が効果を創出するために管理し，活用する資産や資源は，企業
内の情報システム機能や ICT そのものや ICT 利用者とするもの，ICT そのものに加えて人
的資産，組織資産であると指摘するもの，または，ICT そのものだけでなく企業価値の増
大に向けた企業の経営資源と組み合わせる仕組みを捉えてきた．しかし，これらは，企業
内の資産や資源に注目しており，ICT の技術と利用者の進展により，企業の提案や働きか
けを越えて，自ら情報を入手し，自ら生活やスタイルを再編成するという生活の自己組織
化した「顧客」という視点はなかった． 
本研究では，企業業績や企業価値向上を目的としたキーアセット・ガバナンスのフレー
ムワークを援用し，企業業績や企業価値の大きさに影響し，戦略実現のために資産を管理
し使用する仕組みのガバナンス・メカニズムを組織資産（組織資産）として組み入れた．
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さらに，企業の提案・働きかけを超え消費者としての生活の自己組織化を進めている顧客
が，製品開発プロセスに影響を与えるという協調型マーケティングの視点を取り込み，今
後の顧客を含むバリューチェーンへの戦略的投資において独立して捉える資産として，顧
客資産を提起した．この結果，Weill&Ross（2004）が示した人的資産，物的資産，知的資
産，情報や IT 資産，金融資産，関係資産に顧客資産，組織資産を加え，顧客を含むバリュ
ーチェーンへの戦略的 ICT 投資の評価対象を拡大した．適用する時の留意事項としては，
物的資産，顧客資産，知的資産の 3 つの資産は，ビジネス上で取引される対象の種類によ
り，戦略的 ICT 投資の対象としての重み付けが変わってくる． 
 
VI. 本研究の総括と課題 
従来の ICT 投資評価に関する研究では，投資と効果の相関関係の説明の精緻化のために，
新しいアプローチ方法を生み出してきたが，投資と効果の相関関係を合理的に説明するこ
とは困難であった．また，企業内のプロセスの変革に影響を与える顧客まで含むバリュー
チェーンの効果を示すこと，ならびに，企業業績への貢献を社外ステークホルダーに説明
することができなかった．このような課題を改善するために，本稿では新たな ICT 投資の
評価方法の開発に先立って戦略的 ICT 投資をどの範囲までとらえ，何を対象にするかを明
らかにすることを目的とした．企業業績や企業価値向上を目的としたガバナンス・メカニ
ズムを援用し，企業の提案・働きかけを超えて，消費者が独自に入手した生活情報から，
自己の生活やスタイルを独自に編成する，生活の自己組織化を進めた顧客が，製品開発プ
ロセスに影響を与えるという協調型マーケティングの視点を取り込み，戦略的 ICT 投資の
範囲と対象を拡大したフレームワークを構築した．本論文で提案したフレームワークは， 
ICT システム構築プロジェクトをはじめとして相互依存関係にある複数のプロジェクトか
らなる戦略的 ICT 投資を「戦略プログラム」としてとらえ，人的資産， 物的資産，知的資
産，組織資産，情報・IT 資産，関係資産，顧客資産を組み合わせたものとこれらに投資を
行う金融資産を投資の管理対象とする．このフレームワークを用いれば，企業戦略の実現
に向けた施策全体を「戦略プログラム」として扱い，投資の意思決定（金融資産の投入）
と遂行の評価を行うことが可能であるという示唆が得られた．しかし，新たな ICT 投資の
評価方法の開発のためには，理論の精緻化と資産についてのさらに深い洞察，投資対象
相互の関係性やどのように戦略を実現するかのプロセスを明らかにすること，評価する指
標や尺度が必要であり，これらは今後の課題である．ICT 投資も投資の１つであり，社外
ステークホルダーへの説明責任からも経済性評価からも逃げるわけにはいかない．戦略全
体の統合と部分のマネジメント，定性的な指標の財務指標への変換など，ICT への投資と
機械や設備への投資の差異を踏まえながら，評価指標と尺度の開発を行い，経営者が ICT
投資を行う際の新たな視点・留意点を提示したい． 
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Appendix 1: ケース 
 戦略的 ICT 投資対象の予備仮説の検証に以下の７社のケースを用いた．  
 
A は，複写機を製造，販売する年商 800 億円程度の中堅製造企業である．経営環境は，競
合他社の低価格で高機能の製品やランニングコストを抑えた製品の大量印刷市場への投入
により，A 社の当該市場シェアは縮小しつつあった．また，売上の機会損失をなくしたい
営業は製品在庫を多く持つ傾向があり，全社的に製品の在庫は余剰となり，キャッシュフ
ローを悪化させていた．このため，国内・海外（すでに中国に工場があり，本戦略プログ
ラムにより新規にタイに工場を新設した）の製造拠点で，販売する地域のニーズに対応し
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た製品を製造や物流コストを抑える適地生産を行い，製造拠点間の連携製造を強めて製品
のサービス率 99.9％を維持しながらも全社的な在庫削減と供給リードタイム短縮を実現す
るサプライチェーンの再構築を行うことになった． 
 
B は，植物由来のオイルを用いた高品質な食品と化粧品を製造，販売する年商 20 億円程度
の中小製造企業である．2013 年 10 月に顧客へのリーチを広げるために，電話や FAX から
注文を受け，出荷を行う販売管理システムに，インターネットを用いた通信販売通機能を
追加し，サービスインを行った．しかし，受けた受注は，表計算ソフトで月次の生産計画
をたて，3 箇所の工場でオイルのフレーバ仕込みや瓶詰めを行っていた．また，原料や製
品の在庫管理は手作業で行っていたために，作業ミスによる原料欠品，注文があったのに
原料の有無を把握できず，注文をお断りすることも発生していた．さらに，製品共通で使
用する原料や作業が多く，これらのコストの製品への賦課（按分）により，この製品で利
益が出ているのかどうか適時に把握することができなかった．トレーサビリティは表計算
ソフトで管理されていた．顧客へのリーチを広げ，認知度を上げるために，B 社の製品を
用いた料理を提供するレストランやショップを開設し，これらの情報やオイルをつかった
レシピを Web サイトで公開し，欠品による機会損失を抑えてビジネスボリュームを拡大し
ながらも，高品質，安心安全な高差別化の競争優位性（企業業績の差）を強化するために，
ICT システムを利用することを考えた．2013 年 7 月から 10 月までグランドデザインを策
定し，2014 年 1 月から 6 月に生産管理システム構築と業務改善を行っている．レストラン
の情報は 2017 年に Web サイトにオープンした． 
 
C は，国内に 4 工場，海外に 1 工場を持つ自動車部品，スマート発電部品，家電用部品の
金型設計・製造，部品製造を行う，年商 100 億円程度の中小製造企業である． 
従来，家電部品の製造が売上の大部分を占めていたが，自動車製造企業からの部品製造
（金型製造からの部品製造）とスマート発電部品が増加し，中長期計画ではこれらを事業
の柱にする計画である．そのために，それぞれの取引先のサプライチェーンにおける自社
の役割を再定義し，低価格かつ高品質のすり合わせ技術の競争優位性（企業業績の差）を
獲得することが求められた．C 社の競争優位性（企業業績の差）の源泉の１つには，顧客
仕様に合わせた製造設備を自社開発する資産特殊性がある．顧客仕様の製品化の試行錯誤
と成果を早い段階で反映しやすく，製品差別化と継続的な受注を実現している．すり合わ
せ技術による競争優位性を強化するためには，仕様化，試作，量産の前後工程がリンクす
るコンカレント・エンジニアリングが有効であり，そのためには仕様すりあわせの経緯や
結果の情報共有，進捗の可視化，流用設計ができる情報基盤が求められる．また，日々の
改善や設計変更を量産の製造にもれなく取り込んでいく必要がある．しかし既存のシステ
ムではこれらを支援することができなかった．すり合わせ技術による競争優位性（企業業
績の差）の強化のため，ICT システムの再構築を行うことになった．2014 年 3 月から 4 月
にグランドデザインを描き，2014 年 6 月から ICT システム構築と業務改革をスタート，一
時中断したが 2017 年より ICT システム構築と業務改革を再開している． 
 
D は，加工食品の製造・販売を行う，年商 190 億円の中小製造・販売企業である．先代社
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長が創業したときには，製品を仕入れて販売する販売機能会社であったが，他社との差別
化のために仕入れた製品を再加工して販売する，製造機能も持つようになった．しかし，
汎用機（ホストコンピュータ）で稼働している基幹業務システムは，従来の販売機能会社
を対象としており，製造のための材料費や労務費などの費用計上タイミングが実態とあっ
ていなかった．その為に，月次に〆処理を行うと，粗利益が赤字になっている注文が散見
され，調査をしてみると費用計上タイミングのずれによるものであることがわかった．こ
れでは，適時，適格な利益を把握できないため正しい経営の意思決定ができない，赤字に
なる注文はその時点で受けるか，断るかの判断をしたい，本当にこの製品は利益がでてい
るのか知りたい，今後ビジネスボリュームを拡大する計画であるので，製造機能をもつ企
業としてふさわしい基幹業務システムを構築したいという声が会長，社長からあがった．
今後，ビジネスボリュームを拡大しながら高差別化，安心安全で高品質の競争優位性（企
業業績の差）を維持し，製品ごとの利益の可視化を行い，粗利益向上を目指した生産管理
システム導入と業務改革を行うことになった．2011 年 8 月から 11 月までグランドデザイ
ンを策定し，2012 年 1 月から 6 月に基幹業務システム構築と業務改善を行っている． 
 
E は，液晶焼付機械を製造する，年商 23 億の中小製造企業である．液晶焼付機械用の特殊
な設備設計技術を資産特殊性とし，液晶を用いた製品の著名な製造企業を取引先の 1 つと
している．これまでは設計図を管理するコンピュータシステムは使用していたが，発注，
生産計画，原価管理などは表計算ソフトを用いていた．しかし，担当の会計士から，原価
管理と販売計画の精度の問題，それによる年度目標と実績の乖離が大きすぎることを指摘
され，対応を求められた．企業の経営管理基盤を整備し，高差別化と高品質を競争優位性
（企業業績の差）の源泉として計画的，安定的な利益を創出し続けることを目的に，基幹
業務システム構築と業務改善を行うこととなった．2010 年 1 月から 3 月にグランドデザイ
ンを策定し，2011 年 4 月から 2012 年 4 月に基幹業務システム構築，業務改革を行った． 
 
F は，年商 1 兆 6500 億円の自動車製造企業の保守部品事業部における海外受注ビジネスに
関するものである．中期計画で，保守部品の海外供給力強化に向け，海外からの受注プロ
セス改革を行い，業界トップクラスの船積率（客先からのオーダを受注してから何日後に，
全オーダの何割を出荷したかの保守部品領域で供給力を測る指標）実現を掲げた．施策は，
船積日確定後の作業予定の設定，出庫後の船積み必須情報整備，M3 シミュレーション（貨
物荷姿のシミュレーション），バックオーダ調達の標準化，納期回答ルールの見直しなどの
施策とそれを支援する ICT システムから構成される． 2008 年 10 月～2009 年 3 月までグ
ランドデザインを描き，その後システム構築以降は F 社にゆだねた． 
 
G は，美容器具を製造する年商 3 億円の中小製造企業である．美容器具業界は中小企業，
小規模企業が多く，卸が仲介するため，製造企業が在庫をかかえるリスクが軽減される半
面，使用する顧客への直接アクセスが難しい特徴がある．G 社が製造する製品は，同業 2
社と G 社を入れた 3 社で国内シェアの大半を占めている．これまで，G 社は取引先の化粧
品や美容器具製造・販売企業やメイクアップアーティストから「このような製品をつくり
たい」という要望があると，社長自らが設計し，製造機械を操作して試作品をつくり，や
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りとりしながら製品を作り上げ，ヒット商品を市場に送り出してきた．このような社長の
設計開発力と製造力からなる製品化力を強みとして，機能や品質での高差別化と低コスト
をともに満たす競争優位性（企業業績の差）を獲得している．社長の思いは「世に残る名
品をつくりたい」であり，そのためには販路を開拓し，新たな製品ニーズとの接点を増や
し，新製品開発機会を増やす必要があった．硬直した市場シェアの中で高差別化，高品質，
低コストでの競争優位性（企業業績の差）を維持することを目的として，卸の存在は尊重
しながらも，情報発信とコンタクトポイントの増加を図り製品化ニーズとの接点を増やす
仕組みとして，ホームページと SNS を活用した．2013 年 5 月から 2014 年 6 月に改革方針
検討を行い，2014 年 7 月から 2014 年 11 月にホームページ構築，業務改革を行った． 
 
Appendix 2: インタビューでの質問項目 
インタビューでの質問項目は以下のとおりである． 
（１）（インタビュイーの方の名前）様の具体的なお仕事の内容について簡単にお教えくだ
さい．また，お話くださる ICT 投資について，どのようなお立場で関わられたのかにつ
いてお教えください． 
（２）対象の ICT 投資プロジェクトの概要，構想策定時期，サービスイン時期，規模感に
ついてお教えください． 
①ICT 関連投資の予算を決めた時に，どのような施策に対して，どのような対象への投
資を決められたのでしょうか． 
たとえば，供給リードタイム短縮のために，物流拠点を新設し，需給調整システムの
ために，ソフトウェアやサーバを購入，システムの開発費用を予算化した，社員や取
引先への操作教育，お客様が注文しやすくなるような工夫，パテントなどです．ご管
轄の領域の施策に関するものでかまいませんのでお教えください． 
②当初，投資を行うと決めていて，実際には投資を行わなかったものはありますか．あ
る場合，その理由をお聞かせください． 
③逆に，当初は投資する予定はなかったけれど，実際には投資を行ったものはあります
か．ある場合，その理由をお聞かせください． 
ICT 投資オーナーへの質問として，以下を追加で質問を行った． 
④この ICT システムへの投資に関わる，他の投資案件についてお教えください． 
１ 本稿では，資産や資源は企業や組織が経営活動を行うために所有または活用する，有
形または無形のものとする． 
２ 本稿では，情報通信技術を ICT と表記するが，他の論文や書籍において IT と表記され
ているものを引用する場合には出典での表記で記載する． 
３ Weil&Ross（2004）の人的資産，物的資産，知的資産，情報・IT 資産，関係資産，金
融資産は，それぞれ Human assets，Physical assets，IP assets，Information and IT assets， 
Relationship assets， Financial assets と表記されており，筆者が日本語に置き換えた． 
４ IT 経営ジャーナルの電子書籍化にともない，EPUB 形式（電子書籍の共通フォーマッ
ト）で提供されており，この形式は文字サイズを設定で自由に縮小，拡大ができるこ
とから紙面でいう半面ページの概念がないためページの記載がない．そのため，参考
文献の引用ページは記載していない． 
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